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第４章　施策の展開
第４章　施策の展開

 基本目標４　みんなで進める　人にやさしいまちづくり　　

～あなたの力で安全な住みよいまちに～

（１）バリアフリー化の推進

現状と課題

高齢者や障害者、子どもを含めた全ての人が住み慣れた地域でいきいきと暮らすためには、生活領域を拡大し、様々な社会参加が可能となるよう、気軽に安心して移動できる環境整備が必要です。

本市においては、公共交通機関として路線バスが運行されていますが、本数が少ない等利便性の関係もあり十分に利用されているとはいえません。

また、道路などの都市施設、公共施設や民間施設などのバリアフリー化はまだ十分とはいえません。

そのため、多くの人が利用する都市施設や公共施設などのバリアフリー化をさらに進め、人にやさしいまちづくりを推進するための取り組みが求められています。



○歩道及び道路照明灯の整備がされていない。

○歩道のないところが多い。

○公共交通機関の整備が不十分である。
重点課題

○歩道や道路照明灯等の整備

○公共交通機関の充実
今後の取り組み

重点課題１　歩道や道路照明灯等の整備

地域住民の取り組み

○道路、公園等の美化などに努めます。

行政の取り組み

○安全・安心なまちづくりを推進するため、道路照明灯の増設や公園の美化など、必要なところに優先順位をつけて計画的に施設の整備を進めます。

○交通事故を防止し、歩行者の安全を確保するため、市内における道路の点検に努めます。

○地区を定めて、歩道と車道の段差解消や歩道の勾配の緩和などのバリアフリーに配慮した整備を進めるとともに、歩行による移動の円滑化など快適な歩行空間の確保に努めます。

重点課題２　公共交通機関の充実

地域住民の取り組み

○公共交通路線のルート選定などに関して住民間の話し合いに努めます。

行政の取り組み

○既存バス路線を確保するために運行経費の一部補助など支援を行います。

○より市民の交通利便性を向上させるため、効果的な市内の公共交通施策を検討します。

（２）地域の防犯・防災活動の推進

現状と課題

地震など大規模災害が起きた時、高齢者や障害者など、援護の必要な人が困らないような対策を講じることが必要です。

市民アンケート調査では、高齢者に対して地域で取り組むべきことして「災害時の助け合い」が約4割、障害者では約3割となっており、高齢者や障害者等の災害対応能力の弱い災害時要援護者に対する支援が求められます。

また、都市化の進展などにより、犯罪が増加し、市民の不安は高まっています。子どもたちの登下校時の安全対策や地域での防犯対策を地域が一体となって実施していく必要があります。現在、地域での防犯活動として、防犯ボランティア団体等による防犯パトロールの実施など、地域ぐるみの見守り活動や幼稚園・保育園や小・中学校、地域での防犯教室が開催されていますが、犯罪を未然に防ぐためにもこうした活動と併せ、啓発活動等により防犯意識を高めていく必要があります。

アンケート調査では、介護や子育てなどで困っている世帯に対してできることについては、「安否確認の声かけ」が約7割となっており、高齢者や障害者等に対する見守り活動など、地域の助け合いによる活動が求められています。

■介護や子育てなどで困っている世帯にできること





○災害時に一人暮らしの人の安否確認ができない。

○防災に関する意識が低い。

○防犯活動が不十分である。

○子どもの見守り、防犯に対するパトロール隊の体制が整備されていない。

○不審者がすぐに分かるよう、近所の人の顔が分かり合える地域づくりが必要である。

○子どもの安全対策にＰＴＡ（親）の参加が少ない。
重点課題

○地域の防災組織の推進

○地域の防犯活動の推進

○子どもの安全対策の推進
今後の取り組み

重点課題１　地域の防災組織の推進

地域住民の取り組み

○地域の防災組織により定期的に防災訓練を実施します。

○地域の防災活動を推進します。

○近所の人の顔が分かり合える地域づくりに努めます。

○地域の人が災害時に近隣の人の安否等を確認する手助けができるようにします。

○災害時に民生委員・児童委員、地域支援者が一時的に活動できない場合や連絡が取れない場合には、地域住民は協力して要援護者の安否確認に努め、対応が困難な場合は市に相談します。　

社会福祉協議会や事業所等（サービス提供事業所、福祉施設など）の取り組み

○地域の人が災害時に近隣の人の安否等を確認したり、手助けできるよう、近所の人の顔が分かり合える地域づくりに努めます。

行政の取り組み

○防災に関する正しい知識の普及と啓発を図り、地域単位で行う防災訓練、防災研修会の支援及び自主防災組織や防災ボランティアの育成・指導に努め、地域防災の活性化を図ります。
○ひとり暮らし高齢者や障害者、要介護高齢者世帯など災害時要援護者の居場所を確認し、その情報を収集し、平常時からの見守りや災害時における支援などを図るため、災害時要援護者支援制度を充実します。

・要援護者の把握と情報の管理方法

障害者については障害者手帳の申請時に、また、高齢者については要介護認定時や民生委員活動の際に、要援護者情報を把握し、収集した情報については、担当課で適切な管理を行います。

・情報の関係機関との共有方法

要援護者の情報の収集については、台帳登録制度の趣旨について本人に説明し、希望の意思を確認してから必要な情報を収集する「手上げ方式」とします。情報が記載された台帳の原本は市で管理し、副本を本人と関係自主防災会、担当民生委員・児童委員及び地域支援者で管理するものとします。

・情報更新の方法

台帳登録がされていない要援護者については、希望の意思を3年毎に確認し、登録済者については年に1回自主防災会や民生委員・児童委員などを通じて異動を確認し、最新の情報への更新に努めます。

・緊急対応が発生した場合の役割

災害時など緊急対応が発生した場合には、市は地域支援者等を通じ登録者の安否確認等、情報の収集に努め、可能な限り対応や相談に応じます。

○要援護の状況に対応した要支援マニュアルを検討します。

○自主防災組織を始め、警察や消防など防災関係機関のネットワークを構築し、災害対策を推進します。

○災害時における要援護者に対する社会福祉施設での支援体制について、研究・協議を図り体制づくりに努めます。

重点課題２　地域の防犯活動の推進

地域住民の取り組み

○連区・町内会にて地域の防犯活動、防犯パトロールを実施します。

○校区防犯ボランティアの組織化を図り、連携を強化します。

○近所の人の顔が分かり合える地域づくりを行います。

○町内会の行事に積極的に参加し、近隣住民が顔なじみとなることで、防犯に努めます。

○町内会では地域の暗がりを診断し、防犯灯の設置・管理に努めます。

○地域の犯罪に関する情報を住民に流し、防犯意識の高揚を図ります。
社会福祉協議会や事業所等（サービス提供事業所、福祉施設など）の取り組み

○近所の人の顔が分かり合える地域づくりを推進します。

○民生委員・児童委員、福祉委員やボランティア等との連携を図りながら、一人暮らし高齢者等が悪徳商法の被害に遭わないよう支援します。
行政の取り組み

○犯罪の発生状況や手口の特徴などを広報等で周知を図ったり、 犯罪から身を守るための教室を開催するなど防犯意識を高めるための啓発事業を実施します。

○青色回転灯を設置したパトロール車による市内巡回パトロールを行います。　　

○地域における犯罪を防止し、安全で安心して暮せる地域とするため、地域住民による自主的な防犯活動を推進し、支援します。

重点課題３　子どもの安全対策の推進

地域住民の取り組み

○防犯パトロールを実施します。

○子どもの安全等に対し親が関心を持ち、地域の安全活動などに参加するよう努めます。

○老人クラブの人の支援を受け、子どもの安全に努めます。

○学校、親、子どもにより地域を歩いて、危険箇所等を確認します。

社会福祉協議会や事業所等（サービス提供事業所、福祉施設など）の取り組み

○近所の人の顔が分かり合える地域づくりを推進します。
行政の取り組み

○地域における犯罪を抑止し、子どもたちが安全で安心して暮せる地域とするため、地域住民による自主的な防犯活動を推進し、支援します。

○小・中学校などから寄せられる不審者情報をホームページに掲載し、学校から携帯電話にメールで情報を配信して防犯を図ります。

























































































































































































































































































































資料：市民アンケート調査（平成18年）




















地域福祉会議からの意見











地域福祉会議からの意見
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